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メイントピックス 

全人代特集②政府機関の記者会見概要～発改委、科学技術部、工業情報化部、商務部、外交部 

3 月 5 日から 11 日まで開催された第 13 期全国人民代表大会第 4 回会議（全人代）では、外交部、国家発展

改革委員会（発改委）が 7 日と 8 日にそれぞれ記者会見を行い、また 8 日、会議に合わせて行われたメディ

アブリーフィングで、科学技術部、工業情報化部、商務部が記者の質問に回答した。本稿は記者会見とメデ

ィアブリーフィングの要旨について紹介する。 

総じてみると、各政府機関の記者会見は「政府活動報告」に示された方針に則っており、今年は経済政策の

正常化を念頭として、経済回復および「質の高い成長」を優先しながら、新型インフラ建設の推進や民間投資

の促進、消費拡大、今年の改革任務、科学技術力の向上、地域協調発展、対外開放の深化についてそれぞ

れ具体的な取り組み計画を明らかにした。とりわけ、科学技術の自立に関しては、研究開発費の投入目標、

基礎研究の推進、挙国体制の確立などを明確化し、ネックとなる技術の自主化を実現する決心を示した。 

Ⅰ．発改委記者会見 

第 14 次 5 カ年計画の制定 

第 14 次 5 カ年計画（2020～2025 年）の綱要草案は 19 篇、65 章、192 節から構成され、約 7.4 万字、3 つの

部分に分けられる。第 1 部分は発展環境と指導方針、主要目標、第 2 部分は 17 方面の戦略任務と措置、第

3部分は計画実施の確保である。綱要草案は以下 4つの特徴がある。①社会主義現代化国家の全面的建設

の新たな発展段階への突入、新たな発展理念の正確かつ全面的徹底、国内大循環を主体とし、国内国際双

循環が互いに促進される新たな発展局面の形成といった 3 つの「新」を体現。②2035 年長期目標を制定し、

第 14 次 5 カ年計画の段階的任務に焦点を当て、経済発展、イノベーション駆動、民生福祉、グリーン生態、

安全保障といった 5 種類 20 の指標を設定。③発展と安全を統一的に考慮し、初めて安全発展の篇を組み入

れ、国家安全保障体系・能力の強化、食糧・エネルギー・金融安全の保障について具体的な措置を打ち出し

た。④20 のコラムを設置し、102 項目の重大プロジェクトを明記し、目標と任務の徹底を力強く支えた。 

5 カ年計画期間中の GDP 目標設定について、経済運営を合理的な範囲に保ち、各年度の状況を見ながら

経済成長目標を打ち出すこととし、これまでの 5 カ年計画にはなかった表現の方である。経済成長の質と生

態環境を両立させ、失業率、エネルギー消費量、二酸化炭素排出量といった指標も GDP に関連し、具体的

な数値目標がそれぞれ示された。今後 5年間は内部、外部の環境に不確定性が大きく、具体的なGDP数値

目標を設定しないことで各種のリスクや危機に柔軟に対応することができるとした。 

景気回復、経済目標の達成 

2021 年 1～2 月の中国経済は昨年第 2 四半期以来の安定的な回復傾向が続いている。生産面では、1～2

月の発電量、鉄道積載量はそれぞれ 24.2％、16.5％伸びた。需要面では、春節期間の小売・飲食消費は前

年同期比 28.7％増、新型コロナ流行前の 2019 年春節より 4.9％増加。2 月の映画興行収入は 122 億 6,500

万元と単月単市場の世界最高値を記録。1～2 月の人民元建て輸出入総額は前年同期比 32.2％増、うち輸

出は 50.1％増となった。景況感を示す 2 月の製造業購買担当者指数（PMI）は 50.6、非製造業景況指数は

51.4 で、12 カ月連続で景況判断の節目となる 50 を上回っている。 

2021 年の経済成長目標を達成するには、以下 6 つの政策措置を挙げた。①マクロ政策の適度な強さの維持。

政策の継続性・安定性・持続可能性を保ち、急転換はせず、情勢変化に応じて適時調整。②減税、金融面

の中小零細企業向け支援策、企業の生産経営コスト削減を引き続き実施。③改革開放政策の活用。④科学

技術発展と産業政策の方向性の明確化。⑤需要側管理の重視、内需拡大の促進。⑥グリーン・低炭素・循

環発展の推進。 
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有効投資の拡大 

 政府投資の牽引作用の発揮。2021 年の中央予算内投資を前年比 100 億元増の 6,100 億元とし、都市部

の老朽住宅改造、農業や水利、重大インフラ建設、国家重大戦略、社会事業、生態文明建設等重点分野

に用いる。地方特別債 3兆 6,500億元を発行、交通、エネルギー、農林・水利、生態環境保護、社会事業、

物流、市政、産業パーク等分野における一定の収益があるインフラや公共サービスプロジェクトに用いる。 

 脆弱分野の補強、構造調整の強化。インフラ、市政プロジェクト、農業農村、公共安全、生態保護、公共衛

生、物資貯蔵、防災減災、民生保障等脆弱分野の投資の強化。製造業の設備更新と技術改造投資の拡

大。省エネ・環境保護、次世代情報技術、バイオ、新エネルギー等分野に焦点を合わせ、高技術産業や

戦略的新興産業の投資を拡大。 

 「両新一重」（新型インフラ建設、新型都市化建設、交通や水利など重大プロジェクト）投資の加速。新型イ

ンフラについて、今年中に 5 カ年計画を制定、デジタル経済、第 5 世代（5G）移動通信システムの応用、工

業インターネット、データセンターなどの建設を加速。新型都市化建設について、都市部の老朽住宅改造、

県レベルの行政単位で都市化建設を推進。重大プロジェクトについて、四川省とチベット自治区を結ぶ川

蔵鉄路、西寧―成都鉄道、大藤峡ダム（広西チワン族自治区）など交通・水利重大プロジェクトを推進。 

 民間投資の促進。民間固定資産投資は昨年、前年比 1.0％増とプラスを維持し、全体の 54.9％を占め、ま

だ成長する余地がある。今年は民間企業による市場参入規制を一段と緩和、「両新一重」への参画を奨励、

民間企業への融資拡大を銀行に促し、民間投資方式の革新を進める。 

教育、医療、養老、育児 

第 14 次 5 カ年計画綱要草案の 20 主要指標の中で 7 個は民生福祉関連で 3 分の 1 を占め、これまでの 5

カ年計画で最多となった。 

 雇用・収入：より十分かつ質の高い雇用の推進、住民所得の向上。雇用優先政策の実施、重点グループ

や困難層への雇用支援の整備、都市部調査失業率を 5.5％以内に抑制。終身技能訓練制度の健全化。

低所得層の所得向上、中間所得層の拡大、住民所得の伸び率を GDP 成長率とほぼ一致させる。賃金合

理的増加仕組みの健全化、複数チャネルを通じて財産所得を増加。 

 教育：質の高い教育体系の構築。教育水準が弱い県、人口流入地域や農村地域の学校条件の改善、中

小学校 4,000カ所以上の新設・拡張。就学前教育の強化、幼稚園 2万カ所の新設・拡張、受け入れ可能な

園児数を 400 万人以上増加、入園率を 90％以上に高める。高校段階教育の入学率を 92％以上に高める。

現代職業技術教育質向上計画の実施、高水準職業技術学校の建設、訓練基地・専門の設置。一流大

学・学科の建設、一部普通本科大学の応用型への転換の推進、中西部本科大学 100 カ所建設の支援、

高等教育粗入園率を 60％以上に引き上げる。 

 医療・衛生：「健康中国」建設の全面的推進。強力な公衆衛生体系の構築、公立医療機関を主とする医療

サービス体系の整備、県レベル病院を重点とする末端医療サービス能力の向上。医療従事者育成の質と

規模の向上、1 千人当たり医師（助手）数を 3.2 人、登録看護師数を 3.8 人に引き上げる。全国民医療保険

制度の健全化、基本医療保険の省レベルの統一管理、薬品・器材集中買付使用改革の推進。 

 社会保障：多層的社会保障体系の充実化、基本養老保険の加入率を 95％に引き上げる。都市部住民基

礎養老年金基準の向上。困難層に対する社会救助と最低ライン保障の強化。 

 養老・育児：「高齢者と子供」を重点とするサービス体系の充実化。中国は新5カ年期間中に中度高齢化の

段階に入ることが見込まれ、高齢化への積極的な対応を国家戦略に格上げ。包摂型養老サービスの発展、

介護型養老機関ベッド数の割合を 55％に引き上げる。包摂的な託児サービスの発展、託児施設に受け入

れ可能な 3 歳以下の乳幼児を現在の 1 千人当たり 1.8 人から 4.5 人に引き上げ、企業などにも託児サービ

スの提供を支援、保育教育・の質とレベルを向上。 
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新型都市化 

 戸籍制度改革の深化、農業移転人口の市民化の推進。戸籍取得制限の撤廃、常住人口の都市基本公共

サービス享受の均等化の推進。 

 都市化構図の最適化、大中小都市協調発展の促進。都市開発ラインの策定、非核心機能の疎開、周辺

中小都市・郊外新都市との連動発展。 

 都市の質の全面的向上、生活・就業環境の改善。公共交通、駐車場、充電施設の整備、洪水防止・排水

体系建設の強化、2000 年までに建設された老朽住宅団地 21.9 万カ所の改造。 

今年の改革任務 

 各種市場主体の活力の喚起。国有経済構成の最適化と構造調整、4 回にわたって所定された 200 社国有

企業の混合所有制改革試行の推進。民営経済発展環境の最適化、障壁・障害の除去、民営経済発展の

模範都市の確立。 

 高レベル市場体系建設の推進。全国統一市場建設の加速、土地・労働力・資本・技術・データ等要素の市

場化配置改革の深化、ネガティブリスト動態調整メカニズムの整備、海南・深センなど市場参入緩和の特別

措置の公布。 

 重点業界改革の深化。送電網企業の設備製造、設計、工事など競争的事業改革実施方案の徹底、石油・

天然ガスパイプ網運営メカニズム改革の深化、鉄道運輸事業の適度競争の促進。 

 全体的なグリーン転換の促進。カーボンニュートラル目標の実現を巡り、全国エネルギー使用、炭素排出

権取引市場の建設、クリーンエネルギー増加・消費・貯蔵協調発展体制の整備。エコ製品価値実現メカニ

ズムの健全化。生態補償条例の制定。 

 民生保障水準の向上。要素分配制度の整備、中低所得層の要素収入の増加。重要民生商品価格コントロ

ールメカニズムの整備、基本公共サービス標準体系の構築、養老・託児・育児サービス健全的発展の促進、

全民健身公共サービス体系の整備。 

科学技術の自立自強 

①国家実験室建設の加速、②基礎研究 10 年行動方案の制定・実施、③「科学技術革新 2030 重大プロジェ

クト」の推進、④人口知能、量子科学、脳科学等分野の科学技術インフラ建設の強化、⑤北京、上海、粤港

澳大湾区国際科学技術革新センター、北京懐柔、上海張江、安徽合肥、粤港澳大湾区総合的国家科学セ

ンター、成渝地区で全国的影響力を持つ科学技術革新センター建設の加速、⑥国家産業革新センター、技

術革新センター、製造業革新センター、工程研究センター、企業技術センターを含む多層的イノベーション

プラットフォーム建設の最適化、⑦融合革新模範プロジェクトの実施、大企業の中小企業向け資源・シーン・

応用・ニーズの開放、産業チェーン・サプライチェーンに基づく革新・起業エコの構築、税収優遇政策を通じ

て企業研究開発（R&A）投入の増加を奨励。 

2020 年、中国の R&D 経費投入は 2 兆 4,426 億元と GDP の 2.4％を占め、史上最高値を記録、世界 2 位と

なった。社会全体の R&D 費を年平均 7％以上増やす目標で計算すれば、2025 年までの R&D 費は 3 兆

7,582 億元に達し、2020 年より 1 兆 3,156 億元増加。2020 年の基礎研究費は 1,504 億元、R&D 費に占める

基礎研究費の割合は 6.16％で、先進国に比べ大きな差がある。2025 年までに同割合を 8％以上に引き上げ

るとすれば、2025 年は基礎研究費が 2,800 億元前後（2020 年不変価格表示）に達することになる。 

地域協調発展 

 地域重大戦略の実施。京津翼協同発展：北京非首都機能の疎開、高レベル・高質な雄安新区の建設。長

江経済ベルト発展：生態優先、グリーン発展の堅持、質の高い発展の推進。粤港澳大湾区建設：活力と国

際競争力を持つ一流ベイエリアと世界レベル都市群の構築。長江デルタ一体化：一体化発展レベルの向

上、率先して新たな発展局面を形成し、全国における模範・牽引作用の発揮。黄河流域生態保護と質の
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高い発展：良いスタートを切って、大きく進展させる。 

 地域協調発展戦略の持続的推進。西部地区：地域内部相互協調の推進、保護開放新局面の形成。東北

地区：政策統一の強化、国家国防、食糧、生態、エネルギー、産業安全の維持。中部地区：先進製造業を

主体とする現代産業体系の構築。東部地区：現代化の加速、科学技術革新能力の向上による産業高度化

の牽引、より高いレベルでの国際経済協力の参画。海洋経済の発展、海洋強国の建設。改革深化、開放

拡大における国家レベル新区の牽引作用の発揮。 

 優位性補完かつ高質発展の地域経済構図の構築。各地域の比較的優位性の発揮、各種要素の合理的

流動と効果的集積の促進、中心都市と都市群など経済発展優位性地域の経済や人口における受入力の

強化、その他地区の国家食糧安全・生態安全・辺彊安全保障における機能の強化。 

外国投資 

 外資参入ネガティブリストの項目削減。製造業開放措置の強化、サービス業開放の推進、先進技術や管

理経験、ビジネスモデルの導入、自由貿易試験区モデル作用の発揮。 

 外資投資奨励分野の拡大。先進製造、先端技術、省エネ・環境保護などの分野、研究開発・設計、現代物

流、情報サービスなどの生産性サービス業、中西部や東北地区への外資投資を促し、関連政策を整備。 

 重大外資プロジェクト実施の推進。今年に第 5陣重大外資プロジェクトを発表、産業計画、用地、環境評価、

エネルギー消費における政策支援を行い、先進製造、先端技術を外資支援の主な方向とする。製造業の

質の高い発展、新型インフラ建設やイノベーション駆動発展への外資参入を奨励。 

 外資参入後の内国民待遇の享受。政府買付、土地供給、税金費用減免、資格許可、標準策定、項目申

請、人的資源政策などにおける外資と内資企業の平等化。「輸出管理法」の目的は軍民両用製品、軍需

品の輸出を規制し、規制範囲や規制措置において内外資企業を平等扱いするもの。全体的に見れば外

資企業の正常な輸出に影響はない。 

 企業サービス監督管理の強化。外資企業向け関連政策措置の情宣、情報サービスの強化、便利な投資

環境の創出。参入前の内国民待遇とネガティブリスト管理、外資安全審査制度の整備、公平・透明・効率

的・安全な監督管理体系の確立。 

共同富裕 

 共同富裕は一部の人や地域の富裕ではなく、全国民ともに富裕になり、ともに発展成果を享受、幸福かつ

良い生活をするようになる。 

 共同富裕は物質的な富裕のほか、精神的な富裕も含まれる。生活の豊かさ、精神の自信・自強、環境の良

さ、社会の調和、公共サービスの普及が含まれ、人の全面的発展と社会の文明進歩を実現。 

 共同富裕は全国民の勤勉な労働、互いに助け合い、ともに参加し、力を尽くすことによって実現。 

 共同富裕は長期的かつ困難な任務で、地道に次第に解決すること。 

Ⅱ．科学技術部記者会見 

基礎革新能力・基礎研究の強化 

①基礎研究10年行動方案の制定、②基礎研究投入の拡大、③国家戦略目標指導と自由模索の同時推進、

④青年科学技術人員による基礎研究参加の奨励、⑤基礎学科研究センター・プラットフォームの構築、⑥基

礎研究の生態環境、評価標準、支援方式の改革 

科学技術体制改革 

①基幹核心技術の堅塁攻略をめぐる科学技術管理体制改革の推進。効率的な新型挙国体制の構築、科学
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技術任務の組織者とする国の作用の発揮、産学研各自の作用の発揮。②科学研究評価によって、科学研究

人員の負担軽減、良好な雰囲気の創出、基礎研究や技術革新、成果転化の専念といった既存の各種改革

の推進 

地域科学技術革新 

①北京、上海、粤港澳大湾区の 3地域を重点に、国際影響力を持つ科学技術革新センターを構築、②21の

国家自主革新モデル区、169 の国家ハイテク区の牽引力の発揮。ハイテク区の企業 R&D 費は全体の 50％、

GDP は全国の 12％、1 人当たり労働生産率は全社会の 3 倍、1 万元当たりエネルギー消費は社会平均水

準の 3 分の 1 を占める。③地域発展不均衡・不十分問題の解決。経済発達地域と未発達地域の間の支援・

援助関係の形成。④県レベル末端科学技術の強化 

Ⅲ．工業情報化部記者会見 

製造業の対 GDP 割合の向上 

①産業チェーンの完備、②質の高い発展、ハイエンド化・スマート化・グリーン化、③供給側構造性改革。従

来型産業の現代化技術改造、5G、新材料、新設備、通信技術、チップなど戦略的新興産業の発展、④産業

集積発展の奨励、⑤大手企業発展の奨励、⑥改革開放拡大と国際化の推進 

中小企業発展 

現在中国企業 4,000 万社のうち、95％以上は中小企業、政府活動報告では 19 カ所で中小企業に言及。①

関係部門、企業所在地における各種支援政策の徹底、②中小企業発展の実際な困難に対して、指向的な

サービスの提供 

工業インターネット 

①基礎強化、②業界・企業・各レベル間の相互融合、③発展と安全、知的識財産権保護のバランスをとる。

今後、「5G＋工業インターネット」の発展に伴い、より多くの応用シーンを生み出すと期待。 

デジタル経済 

①ネットワーク構築といったデジタル経済発展基礎の強化。昨年末の 5G 基地局は 71.8 万カ所。②5G 応用

シーンの拡大、③ネットカバー率と利便性、個人消費体験の向上、④業界融合の加速、新業態・新応用の創

出 

Ⅳ．商務部記者会見 

消費拡大 

コロナの消費の影響は特に飲食、ホテル、小売業界で大きい。2020 年の社会消費財小売総額は前年比

3.9％減の 39 兆 1,981 億元となったが、その反動で、今年の消費は高成長となる見込み。その目標を達成す

るには、①家電、住宅、飲食、自動車を中心とした従来型消費（小売総額の 4 分の 1）のグレードアップ、新エ

ネ車やエコ家電といった需要の喚起。②インターネット通販など新型消費の育成。③消費プラットフォームの

革新。国際消費中心都市の建設、歩行者天国の整備、特色ある商圏の構築、15分内便利な生活圏の建設。

また、第 4回中国国際輸入博覧会、第 1回中国国際消費品展示会の開催。④消費環境の改善、農村消費の

拡大。 

RCEP 発効 

「地域的な包括的経済連携（RCEP）」の発効に向け、既に中国政府による批准作業を終えた。最終的には東

南アジア諸国連合 6 カ国と、それ以外の署名国 3 カ国が国内批准手続きの完了が必要である。商務部は関

係部門と共同で、関税減免や原産地証明といった技術面の準備作業を進めており、国内作業が終われば、
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署名国と個別に協議を進めていく。現在、商務部は第 1弾の全国セミナーを開催、6,000人以上が参加。3月

中には第 2 弾を開催し、参加人数は 4 万人となる予定。中国が世界貿易機関（WTO）に加盟した当時のよう

に、セミナーを通じて企業の新協定への理解を深めていく。 

対外開放 

2020 年の対中直接投資は前年比 4.5％増の 1,444 億ドル。中国は世界最大の外資投資国とともに、投資額

の世界に占める割合は 19％に上昇。中でも高技術産業の投資額は全体の 29.6％を占めている。今年は、①

外資投資参入ネガティブリストのさらなる削減、クロスボーダーサービス貿易ネガティブリストの策定、②21 の

自由貿易試験区、海南自由貿易港、217 の国家レベル経済技術開発区といったプラットフォームのルール・

規制・管理・標準を主とする制度型開放、国際ルールと結びつく、③市場化・法治化・国際化のビジネス環境

の構築、④各種自由貿易協定・投資協定への加入により、貿易投資便利化の推進。 

Ⅴ．外交部記者会見 

WTO 加盟 20 年の経験 

 対外開放の基本国策の堅持。中国は WTO 加盟後 20 年が経過し、世界第 2 位の経済国、第 1 位の貨物

貿易国、第 1 位の外資利用国に成長した。今までの成果は開放の下で得られたもので、今後の発展も一

段と開放された環境で行う必要がある。 

 互いに利益があり、ウィンウィンの合作理念の堅持。20 年以来、世界の経済成長に対する中国の年平均貢

献率は 30％に接近、関税水準は 15.3％から 7.5％以下に低下し、コミットした 10％をはるかに下回り、その

他主要新興国を下回っている。貨物輸入額の年平均伸び率は 2 桁を超え、中国で設立した外資企業は

100 万社を超えた。 

 グローバル化の堅持。中国の WTO 加盟はグローバル産業チェーンの最適化や資源配置を促進した。新

たな問題・挑戦に直面し、保護主義やでデカップリングに戻ってはならず、開放・包容・包摂・均衡・ウィンウ

ィンに向けてともに努力しなければならない。 

 WTO の核心作用の堅持。世界貿易機関は国際貿易の土台、グローバル成長の支えとなる。中国は多角

貿易規則を遵守し、WTO 作用の発揮を支持し、多角貿易体系の完備、WTO の有効性・権威性の強化に

努めていく。 

中米関係 

中米両国とも他国の内政に干渉すべきではないという原則を守るべきだ。中国は根拠のない非難を絶対に受

け入れず、中国の核心的利益を侵害することは許さない。長い間、米国はいわゆる民主や人権の旗を掲げて

他国の内政に干渉し、世界に多くのトラブルを引き起こす動乱の根源になってきた。米国が早くこの点に気づ

かなければ、世界は安定しない。 

社会制度が異なり、世界の 2 大経済体である中国と米国の間に矛盾や競争が生じるのは自然なことであり、

交渉を通じて、公平公正な基礎の上で良性に競争すべき。中米の協力は両国がともに追求する主要目標と

しなければならない。新型コロナウイルス対策、経済回復、気候変動など両国の協力に向けた「リスト」は目の

前に用意されており、中国は開放の態度をとって米国と協力を検討・深化し、今まで米国側が設けた不合理

な制限や障壁を早急に除外することを期待する。 

中国の旧暦大晦日に、習近平国家主席はバイデン大統領と初の電話会談を行い、両首脳は米中関係につ

いて意見を交わし、両国関係が正常化に戻る方向性を示した。その成果を徹底し、米中関係の健全かつ安

定的な発展を推進していく。 

中日関係 

近年来、中日両国のリーダーは双方とも「互いに協力するパートナーであり、互いに脅威を与えない」という重
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要な共通認識に達している。両国の貿易投資面での協力は、コロナ禍によるマイナス影響を軽減した。こうし

た積極的な進展は、中日関係の改善・発展が両国国民の利益に合致し、地域の平和と安定にも有利だという

ことを示しており、大事にするべきだ。 

中日関係は成熟し、安定する方向に向かい、そうした状態を保持するべきであり、一時一事の影響を受けて

はならない。例えば、中国が発布し実施した「海警法」は通常の国内法であり、特定の国家を対象にしたもの

ではなく、国際法と国際実務にも完全に合致するものだ。実際、日本を含む多くの国々は、類似する法規を

以前から制定し実施している。海上の争議は友好協商のもとに対処すべきで、武力を使用したり武力で相手

を威嚇したりすべきではない。これが中国政府の一貫した立場であり、中国と周辺の隣国との間の長期的な

共通認識でもある。 

中日の往来で発生した何らかの問題に対して、双方が対話と交渉を通じて理解を進め、相互信頼を築くこと

ができる。中日両国は前後してオリンピックの開催を控えている。双方が完全に支持し合い、ともに盛大に開

催し、両盛会を両国民の友好を深めるプラットフォームにし、中日関係発展促進の機会としていく。 

 

 

MUFG バンク（中国） リサーチ＆アドバイザリー部 

中国調査室 孫元捷 
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人事労務コンサルティング情報/中智上海 

2021 年の最低賃金基準調整の動向 

昨年は、ほとんどの地域で最低賃金基準の調整が見送られたこともあり、今年に入り多くの地域で調整が

行われています。これは経済回復の加速によるだけではなく、企業における最低賃金労働者の収入アップを

促進するという現実的な需要でもあります。 

 『最低賃金規定』に基づき、最低賃金基準は通常、最低月額賃金基準と最低時給基準が定められていま

す。最低月額賃金基準は全日制就業労働者に適用され、最低時給基準は非全日制就業労働者に適用され

ます。今回は、近ごろ複数の省で発表された最低賃金基準の調整情報とその他地域の動向についてご紹介

します。 

Ⅰ．江西省の最低賃金基準（4 月 1 日から） 

最低月額賃金基準 非全日制最低時給基準 

一類地域は 1850 元/月に調整 一類地域は 18.5 元/時に調整 

二類地域は 1730 元/月に調整 二類地域は 17.3 元/時に調整 

三類地域は 1610 元/月に調整 三類地域は 16.1 元/時に調整 

Ⅱ．黒龍江省の最低賃金基準（4 月 1 日から） 

最低月額賃金基準 非全日制最低時給基準 

第一档は 1860 元/月に調整 第一档は 18 元/時に調整 

第二档は 1610 元/月に調整 第二档は 14 元/時に調整 

第三档は 1450 元/月に調整 第三档は 13 元/時に調整 

Ⅲ．陜西省の最低賃金基準 (5 月 1 日から) 

最低月額賃金基準 非全日制最低時給基準 

一類地域は 1950 元/月に調整 一類地域は 19 元/時に調整 

二類地域は 1850 元/月に調整 二類地域は 18 元/時に調整 

三類地域は 1750 元/月に調整 三類地域は 17 元/時に調整 

 

上記地域のほか、複数の地域が今年の最低賃金基準の引き上げを表明している。 

 

■ 2 月 4 日、上海市政府は、人的資源社会保障業務テレビ会議を開催し、上海市は今年の収入配分にお

いて、より科学的で合理的な配分構成の構築を模索するとし、最低賃金基準を着実に調整し、適時に 2021

年度の企業賃金指導ラインおよび企業技能人材市場の賃金額を公表し、市場が賃金額をより合理的に決定

するよう誘導することを明らかにした。 

 

■ 吉林省では、2021 年政府業務報告の中で、省全体の最低賃金基準の調整を提出した。 



MUFG バンク（中国）経済週報 

2021 年 3 月 12 日 第 493 期  
 

 
 

 10 MUFG Bank (China) 
A member of MUFG, a global financial group 

 

 

■ 天津市は近ごろ、『2021 年市政府の重点業務を着実に行うことに関する通知』を発表し、最低賃金基準

を明確に調整し、企業賃金指導ラインを公表し、企業従業員の賃金の合理的な増加を促進するとした。天津

市人社局によると、最低賃金基準の計算作業をすでに開始しているという。  

 

■ 成都市はこのほど、『成都市で幸福で美しい生活を実現する 10大プロジェクト 2021年業務計画』を発表

し、2021 年に最低賃金基準を調整することを明らかにし、同時に人的資源市場の賃金額、業種別の人件費

情報および企業賃金指導ラインを公表した。  

 

現在、全 31省のうち、上海市の最低月額賃金基準が最も高く、月額 2480元に達している。さらに上海のほ

か、北京、天津、江蘇、浙江、広東の 5 つの市省の最低月額賃金基準が 2000 元を超えている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中智上海経済技術合作有限公司 中智日本企業倶楽部・智櫻会 
グローバルにリードする人的資源総合サービスサプライヤーである中智は 1987 年、中央政府管理下の

国有重点骨幹企業として設立されました。中智では現在、世界 500 強企業 239 社傘下の 1057 社や中

国 500 強企業 148 社傘下の 611 社を含む全世界の企業 9.22 万社の企業やそこで勤めている 226 万

人以上の中堅、上級技術者や管理者及び従業員へ人的資源の専門的サービスを提供しています。日

系企業向けのサービスには中智日企倶楽部・智櫻会・中智日本サービスセンター・ＨＲ法務センターが

あり、人事労務法務最新情報発信及びコンサル、人事アウトソーシング、日系企業の交流会等を提供し

ています。 
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三菱 UFJ 銀行の中国調査レポート（2021 年 3 月） 

 MUFG BK 中国月報 第 181 号（2021 年 3 月） 

改めて考える米中関係 

https://www.bk.mufg.jp/report/inschimonth/121030101.pdf 
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